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(57)【要約】

【課題】安定した電波環境において受信した電波の受信

レベルを用いて、無人機の故障診断を行うことができる

無人機を提供すること。

【解決手段】本開示にかかる無人機１０は、故障診断装

置の位置情報を記憶する記憶部１１と、無人機１０の高

度を測定する高度測定部１２と、故障診断装置から発射

される電波の受信レベル測定位置として予め定められた

位置へ移動するように飛行機構を制御する制御部１３と

、受信レベル測定位置において故障診断装置から発射さ

れる電波の受信レベルを測定する測定部１４と、受信レ

ベルの測定結果を用いて、無人機に障害が発生している

か否かを判定する障害判定部１５と、を備える。

【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
故障診断装置の位置情報を記憶する記憶部と、
無人機の高度を測定する高度測定部と、
前記故障診断装置から発射される電波の受信レベル測定位置として予め定められた位置へ
移動するように飛行機構を制御する制御部と、
前記受信レベル測定位置において前記故障診断装置から発射される電波の受信レベルを測
定する測定部と、
前記受信レベルの測定結果を用いて、前記無人機に障害が発生しているか否かを判定する
障害判定部と、を備える無人機。
【請求項２】
前記制御部は、
前記無人機に障害が発生していると判定された場合、着陸動作を行うように前記飛行機構
を制御する、請求項１に記載の無人機。
【請求項３】
前記測定部は、
複数の電波のうち、前記故障診断装置の識別情報を含む電波の受信レベルを測定する、請
求項１又は２に記載の無人機。
【請求項４】
前記無人機を操作する制御装置と無線通信する通信部をさらに備え、
前記記憶部は、
前記制御装置から、前記通信部を介して受信した前記故障診断装置の位置情報を記憶する
、請求項１乃至３のいずれか１項に記載の無人機。
【請求項５】
飛行中に前記無人機の周囲を撮影し、撮影画像を生成する撮影部をさらに備え、
前記測定部は、
前記撮影画像に含まれる地面の材質を特定し、特定した前記材質の反射情報を用いて前記
故障診断装置から発射される電波の受信レベルを補正する、請求項１乃至４のいずれか１
項に記載の無人機。
【請求項６】
飛行中の無人機が、前記無人機から発射される電波の受信レベル測定位置として予め定め
られた位置へ移動したか否かを判定する位置判定部と、
前記受信レベル測定位置に存在する前記無人機から発射される電波の受信レベルを測定す
る測定部と、
前記受信レベルの測定結果を用いて、前記無人機に障害が発生しているか否かを判定する
障害判定部と、を備える故障診断装置。
【請求項７】
前記障害判定部は、
前記無人機に障害が発生していると判定した場合、前記無人機へ着陸動作を行うよう指示
するメッセージを送信する、請求項６に記載の故障診断装置。
【請求項８】
前記測定部は、
複数の電波のうち、前記無人機の識別情報を含む電波の受信レベルを測定する、請求項６
又は７に記載の故障診断装置。
【請求項９】
無人機の高度を測定し、
故障診断装置から発射される電波の受信レベル測定位置として予め定められた位置へ移動
するように飛行機構を制御し、
前記受信レベル測定位置において前記故障診断装置から発射される電波の受信レベルを測
定し、
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前記受信レベルの測定結果を用いて、前記無人機に障害が発生しているか否かを判定する
、無人機において実行される故障診断方法。
【請求項１０】
無人機の高度を測定し、
故障診断装置から発射される電波の受信レベル測定位置として予め定められた位置へ移動
するように飛行機構を制御し、
前記受信レベル測定位置において前記故障診断装置から発射される電波の受信レベルを測
定し、
前記受信レベルの測定結果を用いて、前記無人機に障害が発生しているか否かを判定する
ことをコンピュータに実行させるプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本開示は、無人機、故障診断装置、故障診断方法、及びプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
近年、手軽に飛ばすことが可能であり、遠隔操作可能な無人機が、多くの箇所で使用され
ている。今後、無人機は、更に多くの利用が見込まれている。一方、無人機の落下事故が
発生して問題となっている。落下事故の要因は、例えば、無人機の不具合、障害、もしく
は故障等がある。現在、無人機のメンテナンスは、無人機の使用者に任されており、自動
車の様に定期的な検査は必要とされない。そのため、故障の診断も無人機の使用者が行う
必要があるが、無人機は小型の機体に多くのセンサ等が内蔵され、複雑な構成であるため
、個人での故障診断は非常に難しい。
【０００３】
引用文献１には、無人機と地上設備とが無線通信を行う無人機制御システムの構成が開示
されている。引用文献１における無人機制御システムにおいては、無人機及び地上設備の
それぞれが受信した電波の受信レベルと、正常時の電波の受信レベルとの差が所定値以上
の場合に、無人機又は地上設備に異常が発生したと判定する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１８－０４６４２６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
飛行中の無人機が発射する電波を受信し、受信した電波の受信レベルを無人機の故障診断
に用いる場合、安定した電波環境において電波の受信レベルを測定することが必要である
。しかし、引用文献１における飛行中の無人機と、地上設備との間の無線環境は常に変化
しており、地上設備および無人機が、安定した電波環境において電波を受信することが困
難であるという問題がある。
【０００６】
本開示の目的は、安定した電波環境において受信した電波の受信レベルを用いて、無人機
の故障診断を行うことができる無人機、故障診断装置、制御装置、故障診断方法、及びプ
ログラムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
本開示の第１の態様にかかる無人機は、故障診断装置の位置情報を記憶する記憶部と、無
人機の高度を測定する高度測定部と、前記故障診断装置から発射される電波の受信レベル
測定位置として予め定められた位置へ移動するように飛行機構を制御する制御部と、前記
受信レベル測定位置において前記故障診断装置から発射される電波の受信レベルを測定す
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る測定部と、前記受信レベルの測定結果を用いて、前記無人機に障害が発生しているか否
かを判定する障害判定部と、を備える。
【０００８】
本開示の第２の態様にかかる故障診断装置は、飛行中の無人機が、前記無人機から発射さ
れる電波の受信レベル測定位置として予め定められた位置へ移動したか否かを判定する位
置判定部と、前記受信レベル測定位置に存在する前記無人機から発射される電波の受信レ
ベルを測定する測定部と、前記受信レベルの測定結果を用いて、前記無人機に障害が発生
しているか否かを判定する障害判定部と、を備える。
【０００９】
本開示の第３の態様にかかる制御装置は、飛行中の無人機が、前記無人機から発射される
電波の受信レベル測定位置として予め定められた位置へ移動したか否かを判定する位置判
定部と、前記受信レベル測定位置に存在する前記無人機から発射される電波の受信レベル
を測定する測定部と、前記受信レベルの測定結果を用いて、前記無人機に障害が発生して
いるか否かを判定する障害判定部と、前記無人機と無線通信を行う通信部と、を備える。
【００１０】
本開示の第４の態様にかかる故障診断方法は、無人機の高度を測定し、故障診断装置から
発射される電波の受信レベル測定位置として予め定められた位置へ移動するように飛行機
構を制御し、前記受信レベル測定位置において前記故障診断装置から発射される電波の受
信レベルを測定し、前記受信レベルの測定結果を用いて、前記無人機に障害が発生してい
るか否かを判定する、無人機において実行される。
【００１１】
本開示の第５の態様にかかるプログラムは、無人機の高度を測定し、故障診断装置から発
射される電波の受信レベル測定位置として予め定められた位置へ移動するように飛行機構
を制御し、前記受信レベル測定位置において前記故障診断装置から発射される電波の受信
レベルを測定し、前記受信レベルの測定結果を用いて、前記無人機に障害が発生している
か否かを判定することをコンピュータに実行させる。
【発明の効果】
【００１２】
本開示により、安定した電波環境において受信した電波の受信レベルを用いて、無人機の
故障診断を行うことができる無人機、故障診断装置、制御装置、故障診断方法、及びプロ
グラムを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】実施の形態１にかかる無人機の構成図である。
【図２】実施の形態２にかかる通信システムの構成図である。
【図３】実施の形態２にかかる無人航空機の構成図である。
【図４】実施の形態２にかかるコントローラの構成図である。
【図５】実施の形態２にかかる故障診断装置の構成図である。
【図６】実施の形態２にかかる無人航空機における故障診断処理の流れを示す図である。
【図７】実施の形態２にかかる反射波の影響を説明する図である。
【図８】実施の形態２にかかる故障診断装置における故障診断処理の流れを示す図である
。
【図９】実施の形態３にかかる通信システムの構成図である。
【図１０】実施の形態３にかかる故障診断装置のアンテナ機構を示す図である。
【図１１】実施の形態３にかかるコントローラの構成図である。
【図１２】実施の形態３にかかる故障診断装置における故障診断処理の流れを示す図であ
る。
【図１３】実施の形態３にかかる無人航空機における故障診断処理の流れを示す図である
。
【図１４】それぞれの実施の形態にかかる各装置の構成図である。
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【発明を実施するための形態】
【００１４】
（実施の形態１）
以下、図面を参照して本開示の実施の形態について説明する。図１を用いて実施の形態１
にかかる無人機１０の構成例について説明する。無人機１０は、プロセッサがメモリに格
納されたプログラムを実行することによって動作するコンピュータ装置であってもよい。
例えば、無人機１０は、無線通信回線を介して制御装置もしくはコントローラによって遠
隔操作される小型飛行装置であってもよい。また、無人機１０は、無人航空機と称されて
もよい。
【００１５】
無人機１０は、記憶部１１、高度測定部１２、制御部１３、電波測定部１４、及び障害判
定部１５を有する。高度測定部１２、制御部１３、電波測定部１４、及び障害判定部１５
等の無人機１０の構成要素は、プロセッサがメモリに格納されたプログラムを実行するこ
とによって処理が実行されるソフトウェアもしくはモジュールであってもよい。または、
無人機１０の構成要素は、回路もしくはチップ等のハードウェアであってもよい。また、
記憶部１１は、無人機１０に内蔵される内部メモリであってもよく、無人機１０に取り付
けられる外部メモリであってもよい。
【００１６】
記憶部１１は、故障診断装置の位置情報を記憶する。故障診断装置は、無人機１０とは異
なる装置であり、無人機１０に故障が発生しているか否かを診断する装置である。故障診
断装置は、例えば、地上に配置されてもよく、ユーザによって持ち運ばれてもよい。
【００１７】
故障診断装置が地上に固定されている場合、記憶部１１は、故障診断装置の位置情報を予
め保持していてもよい。例えば、記憶部１１は、無人機１０が飛行を開始する前に、無人
機１０の管理者等から入力された故障診断装置の位置情報を記憶してもよい。位置情報は
、例えば、緯度及び経度を示す情報であってもよく、さらに、位置情報には高度情報が含
まれてもよい。故障診断装置が地上に固定されている場合、故障診断装置の高度情報は０
とされてもよい。または、故障診断装置がユーザによって持ち運ばれている場合、記憶部
１１は、無線通信回線を介して故障診断装置もしくは故障診断装置の位置情報を管理する
制御装置等から受信した故障診断装置の位置情報を記憶してもよい。
【００１８】
高度測定部１２は、無人機１０の高度を測定する。無人機１０の高度は、例えば、地面も
しくは地表から無人機１０までの高さを示す情報である。高度測定部１２は、例えば、気
圧の変換を用いて高度を測定する高度計、もしくは、ＧＰＳ（Global Positioning Syste
m）であってもよい。もしくは、高度測定部１２は、高度計もしくはＧＰＳが組み合わさ
れてもよい。もしくは、高度測定部１２は、高度計もしくはＧＰＳ以外のセンサ等であっ
てもよい。
【００１９】
制御部１３は、故障診断装置から発射される電波の受信レベル測定位置として予め定めら
れた位置へ移動するように飛行機構を制御する。受信レベル測定位置は、予め定められた
位置であり、例えば、緯度、経度、及び高度によって定められてもよい。
【００２０】
飛行機構は、無人機１０を飛行させるための機構である。飛行機構は、例えば、垂直離着
陸を可能とするための回転翼を含んでもよい。回転翼は、ローターもしくはプロペラ等と
言い換えられてもよい。飛行機構を制御するとは、例えば、飛行機構である回転翼の回転
数を変更させ、移動方向もしくは移動速度等を調整もしくは変化させることであってもよ
い。また、制御部１３は、無人機１０が受信レベル測定位置へ到達した場合に、受信レベ
ル測定位置において停止してもよい。受信レベル測定位置において停止するとは、高度を
維持した状態において停止することであり、停止飛行（ホバリング）することを意味する
。
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【００２１】
予め定められた受信レベル測定位置は、例えば、故障診断装置を起点として、地面に実質
的に垂直方向の線上の特定の高度の位置であってもよい。
【００２２】
電波測定部１４は、予め定められた受信レベル測定位置において、故障診断装置から発射
される電波の受信レベルを測定する。
【００２３】
障害判定部１５は、受信レベルの測定結果を用いて、無人機１０に障害が発生しているか
否かを判定する。例えば、障害判定部１５は、故障診断装置から発射された電波の受信レ
ベルが、予め定められた範囲外の値である場合、無人機１０に障害もしくは故障が発生し
ていると判定する。例えば、障害判定部１５は、無人機１０に備えられている無線装置も
しくは無線回路に障害が発生していると判定してもよい。
【００２４】
以上説明したように、図１に示される無人機１０は、予め定められた受信レベル測定位置
へ移動し、受信レベル測定位置において、故障診断装置から発射される電波の受信レベル
を測定する。障害判定部１５は、予め定められた受信レベル測定位置において測定した電
波の受信レベルを用いて、無人機１０に障害が発生しているか否かを判定する。
【００２５】
この結果、無人機１０は、異なるタイミングにおいて電波の受信レベルを測定する場合で
あっても、予め定められた位置において電波の受信レベルを測定することによって、安定
した電波環境において電波の受信レベルを測定することができる。無人機１０は、安定し
た電波環境において電波の受信レベルを測定することによって、受信レベルを用いた障害
有無の判定精度を向上させることができる。
【００２６】
（実施の形態２）
続いて、図２を用いて実施の形態２にかかる通信システムの概略図を説明する。図２は、
無人航空機１０１と、コントローラ１１１と、故障診断装置１２１とを示している。コン
トローラ１１１は、無人航空機１０１の動作を制御するために用いられる。図２において
は、コントローラ１１１を保持するユーザが、無人航空機１０１を遠隔操作することが示
されている。故障診断装置１２１は、発着地点１３１内に設置されていることが示されて
いる。発着地点１３１は、無人航空機１０１の地上における発着地点である。もしくは、
故障診断装置１２１は、発着地点１３１の外に設置されてもよい。
【００２７】
無人航空機１０１は、コントローラ１１１及び故障診断装置１２１と無線通信し、コント
ローラ１１１は、故障診断装置１２１と無線通信する。それぞれの装置の間において実行
される無線通信は、周波数帯域及び送信出力等が定められた無線設備を用いて行われる。
例えば、無線通信には、Bluetooth（登録商標）もしくは無線ＬＡＮ（Local Area Networ
k）通信等の小電力データ通信システムが用いられてもよい。
【００２８】
続いて、図３を用いて実施の形態２にかかる無人航空機１０１の構成例について説明する
。無人航空機１０１は、アンテナ１０２、無線通信部１０３、制御部１０４、カメラ１０
５、センサ１０６、ＧＰＳ部１０７、飛行機構１０８、及び記憶部１０９を有している。
無線通信部１０３及び制御部１０４は、プロセッサがメモリに格納されたプログラムを実
行することによって処理が実行されるソフトウェアもしくはモジュールであってもよい。
または、無線通信部１０３及び制御部１０４は、回路もしくはチップ等のハードウェアで
あってもよい。
【００２９】
制御部１０４は、図１の高度測定部１２、制御部１３、電波測定部１４、及び障害判定部
１５に相当する。つまり、制御部１０４はプロセッサに相当し、制御部１０４がメモリに
格納されたプログラムを実行することによって、高度測定部１２、制御部１３、電波測定
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部１４、及び障害判定部１５に関する処理が実行されてもよい。また、記憶部１０９は、
図１の記憶部１１に相当する。
【００３０】
無線通信部１０３は、アンテナ１０２を介してデータを送信もしくは受信する。無線通信
部１０３は、アンテナ１０２を介して送信するデータを変調し、もしくは、アンテナ１０
２を介して受信するデータを復調する。また、複数のアンテナ１０２は、コントローラ１
１１と無線通信するアンテナと、故障診断装置１２１と無線通信するアンテナとに分けら
れる。
【００３１】
カメラ１０５は、無人航空機１０１が飛行中に地面を撮影する。撮影された画像は、地面
の材質の判断に用いられる。センサ１０６は、複数のセンサを含んでもよい。例えば、セ
ンサ１０６は、ジャイロセンサ、加速度センサ、高度センサ、及び温度センサ等のうち少
なくとも一つのセンサを含んでもよい。
【００３２】
ＧＰＳ（Global Positioning System）部１０７は、ＧＰＳ衛星と通信することによって
、無人航空機１０１の位置を測定する。無人航空機１０１の位置は、例えば、緯度、経度
、さらに、高度を用いることによって特定されてもよい。
【００３３】
飛行機構１０８は、無人航空機１０１を飛行させるための機構である。飛行機構は、例え
ば、垂直離着陸を可能とするための回転翼を含んでもよい。回転翼は、ローターもしくは
プロペラ等と言い換えられてもよい。無人航空機１０１は、複数のプロペラを含んでもよ
い。
【００３４】
続いて、図４を用いて実施の形態２にかかるコントローラ１１１の構成例について説明す
る。コントローラ１１１は、アンテナ１１２、無線通信部１１３、制御部１１４、KEY部
１１５、LCD（Liquid Crystal Display）部１１６、ＧＰＳ部１１７、及び記憶部１１８
を有している。無線通信部１１３及び制御部１１４は、プロセッサがメモリに格納された
プログラムを実行することによって処理が実行されるソフトウェアもしくはモジュールで
あってもよい。または、無線通信部１１３及び制御部１１４は、回路もしくはチップ等の
ハードウェアであってもよい。
【００３５】
無線通信部１１３は、アンテナ１１２を介してデータを送信もしくは受信する。無線通信
部１１３は、アンテナ１１２を介して送信するデータを変調し、もしくは、アンテナ１１
２を介して受信するデータを復調する。また、複数のアンテナ１１２は、無人航空機１０
１と無線通信するアンテナと、故障診断装置１２１と無線通信するアンテナとに分けられ
る。
【００３６】
KEY部１１５は、情報の入力部であり、コントローラ１１１のユーザは、KEY部１１５を介
して操作情報を入力する。LCD部１１６は、各種情報を表示する。例えば、LCD部１１６は
、無人航空機１０１の故障情報を表示する。
【００３７】
ＧＰＳ（Global Positioning System）部１１７は、ＧＰＳ衛星と通信することによって
、コントローラ１１１の位置を測定する。コントローラ１１１の位置は、例えば、緯度、
経度、さらに、高度を用いることに追って特定されてもよい。
【００３８】
制御部１１４は、KEY部１１５を介して受け取った操作情報を、無線通信部１１３及びア
ンテナ１１２を介して無人航空機１０１へ送信し、無人航空機１０１を操作する。また、
制御部１１４は、アンテナ１１２及び無線通信部１１３を介して受信した無人航空機１０
１の故障情報をLCD部１１６へ出力し、LCD部１１６に故障情報を表示させる。制御部１１
４は、無人航空機１０１の故障情報を、無人航空機１０１及び故障診断装置１２１の少な
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くとも一方から受信してもよい。
【００３９】
続いて、図５を用いて実施の形態２にかかる故障診断装置１２１の構成例について説明す
る。故障診断装置１２１は、アンテナ１２２、無線通信部１２３、制御部１２４、及び記
憶部１２５を有している。無線通信部１２３及び制御部１２４は、プロセッサがメモリに
格納されたプログラムを実行することによって処理が実行されるソフトウェアもしくはモ
ジュールであってもよい。または、無線通信部１２３及び制御部１２４は、回路もしくは
チップ等のハードウェアであってもよい。
【００４０】
無線通信部１２３は、アンテナ１２２を介してデータを送信もしくは受信する。無線通信
部１２３は、アンテナ１２２を介して送信するデータを変調し、もしくは、アンテナ１２
２を介して受信するデータを復調する。また、複数のアンテナ１２２は、無人航空機１０
１と無線通信するアンテナと、コントローラ１１１と無線通信するアンテナとに分けられ
る。
【００４１】
アンテナ１２２は、無人航空機１０１のアンテナ１０２と対峙するように上向きに設置さ
れてもよい。具体的には、アンテナ１２２は、地面と実質的に垂直方向に電波が発射され
るように故障診断装置１２１に設置されてもよい。
【００４２】
制御部１２４は、無線通信部１２３及びアンテナ１２２を介して受信したデータを用いて
無人航空機１０１の故障診断を行う。
【００４３】
続いて、図６を用いて実施の形態２にかかる無人航空機１０１における故障診断処理の流
れについて説明する。無人航空機１０１の記憶部１０９には、故障診断処理を実行するに
あたり、事前情報が記憶されている。事前情報には、故障診断装置１２１の位置、受信レ
ベル測定位置、故障診断装置１２１のＭＡＣ（Media Access Control）アドレス、正常時
の受信レベル範囲、及び、地面の材質に応じた反射情報、が含まれる。
【００４４】
故障診断装置１２１の位置は、緯度及び経度を用いて示されてもよい。受信レベル測定位
置は、緯度、経度、及び高度を用いて示されてもよい。受信レベル測定位置の緯度及び経
度は、故障診断装置１２１の位置と同様であってもよい。正常時の受信レベル範囲とは、
例えば、無人航空機１０１に故障が発生していない場合に、無人航空機１０１が、故障診
断装置１２１から発射された電波を受信する際の受信レベルの範囲である。無人航空機１
０１に故障が発生されていない状態において、事前に、無人航空機１０１と故障診断装置
１２１との間において実際に電波を発射し、正常時の受信レベルを測定してもよい。正常
時の受信レベル範囲は、事前に測定した受診レベルの結果が用いられてもよい。
【００４５】
地面の材質に応じた反射情報は、例えば図７に示されるように、土、アスファルト、及び
コンクリートにおける距離と空間ロスとの関係を示す情報であってもよい。距離は、無人
航空機１０１と、故障診断装置１２１との間の距離を示す。
【００４６】
図６に戻り、はじめに、無人航空機１０１は、予め定められた受信レベル測定位置へ移動
する（Ｓ１０１）。受信レベル測定位置は、例えば、故障診断装置１２１の真上、つまり
、故障診断装置１２１の設置場所の緯度及び経度と、予め定められた高度とによって定め
られていてもよい。例えば、制御部１０４は、記憶部１０９に格納されている受信レベル
測定位置へ移動するように飛行機構１０８を制御する。例えば、制御部１０４は、プロペ
ラの回転数を調整することによって、受信レベル測定位置までの移動方向、移動速度等を
制御してもよい。制御部１０４は、コントローラ１１１から、受信レベル測定位置へ移動
することを指示する情報を受信した場合に、受信レベル測定位置へ移動してもよい。もし
くは、制御部１０４は、予め定められたタイミングに、自律的に受信レベル測定位置へ移
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動してもよい。
【００４７】
次に、無人航空機１０１は、受信レベル測定位置へ到達すると、故障診断装置１２１との
間において無線接続する（Ｓ１０２）。無線接続するとは、無人航空機１０１が、故障診
断装置１２１と通信可能な状態になることであってもよい。例えば、無人航空機１０１が
、故障診断装置１２１へ接続要求信号を送信し、故障診断装置１２１から接続要求信号に
対する応答信号を受信した場合に、無人航空機１０１と故障診断装置１２１との無線接続
が完了してもよい。また、無人航空機１０１は、故障診断装置１２１との間において、互
いの識別情報を交換することによって、通信可能な状態となってもよい。識別情報は、例
えば、ＭＡＣアドレスであってもよい。
【００４８】
次に、制御部１０４は、故障診断装置１２１から発射された電波を受信し、受信レベルを
検知する（Ｓ１０３）。
【００４９】
ここで、制御部１０４は、検知した受信レベルを、地面の材質に応じて補正してもよい。
例えば、制御部１０４は、ステップＳ１０２において無人航空機１０１が受信レベル測定
位置へ移動した際に、カメラ１０５を用いて故障診断装置１２１周辺の地面を撮影する。
さらに、制御部１０４は、撮影した画像を用いて、故障診断装置１２１周辺の地面の材質
を特定する。例えば、記憶部１０９は、複数種類の地面の材質に関する特徴量に関する情
報を事前に記憶しておき、制御部１０４は、撮影した画像における地面の特徴量と、記憶
部１０９に記憶された特徴量とを比較することによって、地面の材質を特定してもよい。
制御部１０４は、故障診断装置１２１との間の距離と、特定した地面の材質とを用いて、
地面に反射された電波の反射波の影響を推定し、反射波の影響を除外するように、検知し
た受診レベルを補正する。
【００５０】
例えば、制御部１０４は、無人航空機１０１が発射した電波の送信電力と、特定した地面
の材質に関する空間ロスとを用いて、反射波の受信レベルを特定し、受信した電波の受信
レベルから、反射波の受信レベルを除外してもよい。
【００５１】
次に、制御部１０４は、検知した受信レベルが、正常時の受信レベル範囲内か否かを判定
する（Ｓ１０４）。制御部１０４は、正常時の受信レベル範囲に関する情報を記憶部１０
９から読み出し、検知した受信レベルと、正常時の受信レベル範囲とを比較する。
【００５２】
制御部１０４は、検知した受信レベルが、正常時の受信レベル範囲内である場合、無人航
空機１０１に故障が発生していないと判定し、通常動作を行う（Ｓ１０５）。通常動作は
、コントローラ１１１の指示に従い動作することであってもよい。
【００５３】
制御部１０４は、検知した受信レベルが、正常時の受信レベル範囲外であると判定した場
合、無人航空機１０１に故障が発生していると判定する（Ｓ１０６）。例えば、制御部１
０４は、検知した電波の受信レベルが正常時の受信レベル範囲外であるため、アンテナ１
０２もしくは無線通信部１０３に故障が発生していると判定してもよい。また、制御部１
０４は、複数のアンテナ１０２について、アンテナ毎に受信レベルが正常時の受信レベル
範囲外であるか否かを判定してもよい。この場合、制御部１０４は、アンテナ毎に故障の
発生有無を判定することができる。
【００５４】
制御部１０４は、検知した受信レベルが正常時の受信レベル範囲外であると判定した場合
、ステップＳ１０３に戻り、再度、故障診断装置１２１から発射された電波を受信し、受
信レベルを検知してもよい。制御部１０４は、予め定められた回数連続して検知した受信
レベルが正常時の受信レベル範囲外であると判定した場合、無人航空機１０１に故障が発
生していると判定してもよい。

10

20

30

40

50



(10) JP　2022-114103　A　2022.8.5

【００５５】
制御部１０４は、無人航空機１０１に故障が発生していると判定した場合、無線通信部１
０３及びアンテナ１０２を介して、コントローラ１１１へ、無人航空機１０１に故障が発
生したこと通知する（Ｓ１０７）。制御部１０４は、故障が発生していないアンテナ１０
２を用いて、コントローラ１１１へ故障の発生を通知してもよい。ただし、無線通信部１
０３及びアンテナ１０２のいずれかに故障が発生し、コントローラ１１１と無線通信を行
えない場合、ステップＳ１０６は実行されなくてもよい。次に、制御部１０４は、無人航
空機１０１に故障が発生していると判定した場合、無人航空機１０１を地面に着陸させる
ように飛行機構１０８を制御する（Ｓ１０８）。
【００５６】
続いて、図８を用いて、実施の形態２にかかる故障診断装置１２１における故障診断処理
の流れについて説明する。図８の処理の流れにおいて、処理を実行する主体が図６とは異
なるが、処理内容については図６と同様のステップについては、詳細な説明を省略する。
また、記憶部１２５には、無人航空機１０１の記憶部１０９に記憶されている事前情報と
同じ情報が記憶されていてもよい。
【００５７】
はじめに、故障診断装置１２１は、無人航空機１０１が受信レベル測定位置へ移動したこ
とを検出する（Ｓ２０１）。例えば、無線通信部１２３は、アンテナ１２２を介して無人
航空機１０１から無線通信の接続要求に関する信号を受信した場合に、無人航空機１０１
が受信レベル測定位置に到達したことを検出してもよい。
【００５８】
ステップＳ２０２乃至ステップＳ２０４並びにステップＳ２０６乃至Ｓ２０７は、図６の
ステップＳ１０１乃至Ｓ１０４並びにステップＳ１０６乃至Ｓ１０７と同様であるため詳
細な説明を省略する。ステップＳ２０４において、無線通信部１２３は、無人航空機１０
１から発射された電波の受信レベルが受信レベル範囲内であると判定した場合、処理を終
了する（Ｓ２０５）。
【００５９】
ステップＳ２０７において、無線通信部１２３は、コントローラ１１１へ故障が発生した
ことを通知した後、無人航空機１０１へ着陸を行うことを伝えるための指示信号を送信す
る（Ｓ２０８）。
【００６０】
以上説明したように、無人航空機１０１及び故障診断装置１２１は、無人航空機１０１が
予め定められた受信レベル測定位置へ到達した際に、互いの装置から発射された電波を受
信し、受信レベルを測定する。無人航空機１０１と故障診断装置１２１との間の無線通信
に用いる周波数が一定である場合、受信レベルが変動する主な要因として、距離の変動が
挙げられる。ここで、予め定められた受信レベル測定位置に到達した無人航空機１０１と
、地面に設置されている故障診断装置１２１との間の距離は、一定である。つまり、無人
航空機１０１及び故障診断装置１２１は、正常時の受信レベル範囲を測定した環境と類似
する環境において、電波を受信することができる。その結果、無人航空機１０１及び故障
診断装置１２１は、距離の変動を要因とする受信レベルの変動を除外することができるた
め、正確に故障診断を行うことができる。つまり、無人航空機１０１及び故障診断装置１
２１は、正常時の受信レベル範囲を測定した環境と比較して、受信レベルの変動の少ない
無線通信環境において、無人航空機１０１の故障診断を行うことができる。
【００６１】
さらに、無人航空機１０１における受信レベルが変動する要因として、無人航空機１０１
が発射した電波が地面に反射したことによる反射波の影響が挙げられる。そのため、無人
航空機１０１は、地面の材質に応じた反射情報を管理しており、受信した電波の受信レベ
ルから、反射波の影響を除外することによって、受信レベルの変動をさらに抑えることが
できる。
【００６２】

10

20

30

40

50



(11) JP　2022-114103　A　2022.8.5

さらに、無人航空機１０１及び故障診断装置１２１における受信レベルが変動する要因と
して、他の装置等から発射される電波の影響が挙げられる。そのため、無人航空機１０１
及び故障診断装置１２１は、受信した電波を復調し、電波の送信元のＭＡＣアドレスを特
定してもよい。無人航空機１０１及び故障診断装置１２１は、互いのＭＡＣアドレスを保
持しておき、保持しているＭＡＣアドレスと異なるＭＡＣアドレスの装置から受信した電
波の受信レベルを除外してもよい。その結果、無人航空機１０１及び故障診断装置１２１
は、受信レベルの変動をさらに抑えることができる。
【００６３】
（実施の形態３）
続いて、図９を用いて実施の形態３にかかる通信システムの概略図を示す。図９は、無人
航空機２０１と、コントローラ２１１と、故障診断装置２２１とを示している。図９にお
いては、コントローラ２１１と故障診断装置２２１とが一体として用いられていることを
示している。言い換えると、ユーザは、コントローラ２１１とともに故障診断装置２２１
を持ち運ぶ。故障診断装置２２１は、コントローラ２１１の内部に設けられてもよく、コ
ントローラ２１１の外部に取り付けられてもよい。
【００６４】
続いて、図１０を用いて故障診断装置２２１におけるアンテナ機構について説明する。故
障診断装置２２１におけるアンテナ機構は、アンテナ３０１、板状部材３０２、支持部材
３０３、及び筐体３０４を有している。板状部材３０２は、例えば、矩形の形状であって
もよい。支持部材３０３は、例えば、棒状の形状であり、断面が円形状であってもよい。
アンテナ３０１は、板状部材３０２の表面に取り付けられている。板状部材３０２は、支
持部材３０３を介して筐体３０４に取り付けられている。支持部材３０３は、回転可能に
筐体３０４に取り付けられている。ユーザが故障診断装置２２１を持ち運ぶことによって
、筐体３０４が傾くことがある。このような場合、支持部材３０３が回転することによっ
て、板状部材３０２は、板状部材３０２の表面が地面に対して実質的に垂直な方向に位置
するように姿勢が保たれる。
【００６５】
アンテナ３０１は、板状部材３０２の表面が地面に対して実質的に垂直な方向に位置する
際に、地面に垂直な方向であって、コントローラ２１１の上方に電波が発射されるように
板状部材３０２の表面に取り付けられる。その結果、ユーザがコントローラ２１１を持ち
運ぶ際に、故障診断装置２２１が傾いたとしても、故障診断装置２２１のアンテナから発
射される電波は、実質的に地面に垂直方向へ発射される。
【００６６】
続いて、図１１を用いて実施の形態３にかかるコントローラ２１１の構成例について説明
する。図１１のコントローラ２１１は、故障診断装置２２１を内蔵する構成を示している
。図１１のコントローラ２１１は、図４のコントローラ１１１に、アンテナ２１２及び無
線通信部２１３が追加された構成となっている。また、コントローラ２１１は、図４のコ
ントローラ１１１の制御部１１４が、制御部２１４に置き換えられている。アンテナ２１
２及び無線通信部２１３は、図５の故障診断装置１２１のアンテナ１２２及び無線通信部
１２３に相当する。制御部２１４は、図４のコントローラ１１１の制御部１１４と、図５
の故障診断装置１２１の制御部１２４との両方の動作及び機能を実行する。
【００６７】
続いて、図１２を用いて実施の形態３にかかる、コントローラ２１１における故障診断処
理の流れについて説明する。図１２の処理の流れは、図８のステップＳ２０１の前に、ス
テップＳ３０１が追加されている。ステップＳ３０１以外のステップについては、図８と
同様であるため詳細な説明を省略する。
【００６８】
実施の形態３においては、故障診断装置２２１は、ユーザとともに移動する。そのため、
ステップＳ３０１において、コントローラ２１１は、故障診断装置２２１の位置情報を無
人航空機２０１へ送信する。故障診断装置２２１の位置情報は、コントローラ２１１の位
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置情報と同様である。コントローラ２１１の位置情報は、緯度及び経度を用いて示されて
もよい。
【００６９】
コントローラ２１１は、無人航空機２０１を操作するために、無線通信部１１３及びアン
テナ１１２を介して、無人航空機２０１と無線通信を行っている。そのため、制御部２１
４は、ＧＰＳ部１１７からコントローラ２１１の現在位置を取得して、無線通信部１１３
及びアンテナ１１２を介して、無人航空機２０１へコントローラ２１１の位置情報を送信
する。
【００７０】
ステップＳ３０１以降の処理は、図８と同様であるため詳細な説明を省略する。
【００７１】
続いて、図１３を用いて実施の形態３にかかる、無人航空機２０１における故障診断処理
の流れについて説明する。図１３の処理の流れは、図６のステップ１０１の前に、ステッ
プＳ４０１が追加されている。ステップＳ４０１以外のステップについては、図６と同様
であるため詳細な説明を省略する。
【００７２】
はじめに、無人航空機２０１は、コントローラ２１１から故障診断装置２２１の位置情報
を受信する（Ｓ４０１）。次に、無人航空機２０１は、受信レベル測定位置へ移動する（
Ｓ１０１）。受信レベル測定位置は、故障診断装置２２１の上方となる。そのため、無人
航空機２０１は、コントローラ２１１から受信した位置情報が示す方向へ移動し、さらに
、受信レベル測定位置として予め定められた高度の位置へ移動する。
【００７３】
ステップＳ１０１以降の処理の流れは、図６と同様であるため詳細な説明を省略する。
【００７４】
ここで、故障診断装置２２１に相当するアンテナ２１２及び無線通信部２１３は、地面か
ら離れているため、無人航空機２０１から発射された電波を直接受信するとともに、地面
からの反射波として受信することもある。このような場合、コントローラ２１１は、無人
航空機２０１と同様にカメラを用いて地面を撮影し、撮影した地面の画像から地面の材質
を特定してもよい。さらに、コントローラ２１１は、無人航空機２０１と同様に、地面の
材質に応じて定まる空間ロスを考慮して、反射波の影響を除外してもよい。
【００７５】
以上説明したように、実施の形態３にかかる通信システムにおいては、故障診断装置２２
１が地面に設置されていない。さらに、故障診断装置２２１がコントローラ２１１ととも
に移動する場合であっても、無人航空機２０１と故障診断装置２２１とは、安定した無線
環境において無線通信することができる。
【００７６】
また、実施の形態３においては、故障診断装置２２１は、コントローラ２１１もしくは故
障診断装置２２１が傾いた場合であったとしても電波を実質的に地面と垂直方向へ発射す
るようなアンテナ機構を有している。ここで、故障診断装置２２１が、このようなアンテ
ナ機構を有していない場合には、コントローラ２１１は、ジャイロセンサを用いてコント
ローラ２１１の傾きを検知し、検知結果をLCD部１１６へ出力してもよい。ユーザは、LCD
部１１６に出力された傾きの情報に基づいて、コントローラを地面に対して水平方向に保
つようにコントローラの傾きを調整する。ここで、故障診断装置２２１のアンテナ２１２
は、コントローラ２１１が地面に対して水平な状態において、地面に対して垂直方向へ電
波を発射する位置に設置されているとする。
【００７７】
ユーザが、コントローラを地面に対して水平方向に保つようにコントローラの傾きを調整
することによって、アンテナ２１２から発射される電波は、コントローラ２１１の実質的
に地面と垂直方向へ発射される。また、コントローラ２１１は、コントローラが地面に対
して水平に保たれていることを検知した場合に、アンテナ２１２から電波を発射してもよ
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い。コントローラが地面に対して水平に保たれるとは、コントローラの地面に対する傾き
が所定値以下の場合を含む。
【００７８】
このように、コントローラ２１１が電波を実質的に地面と垂直方向へ発射するようなアン
テナ機構を有していない場合においても、ジャイロセンサを用いることによって実施の形
態３と同様の効果を得ることができる。
【００７９】
図１４は、無人機１０、無人航空機１０１、コントローラ１１１、故障診断装置１２１、
無人航空機２０１、コントローラ２１１等（以下、無人機１０等とする）の構成例を示す
ブロック図である。図１４を参照すると、無人機１０等は、ネットワークインタフェース
１２０１、プロセッサ１２０２、及びメモリ１２０３を含む。ネットワークインタフェー
ス１２０１は、他の装置と通信するために使用されてもよい。ネットワークインタフェー
ス１２０１は、例えば、IEEE 802.3 seriesに準拠したネットワークインタフェースカー
ド（NIC）を含んでもよい。IEEEは、Institute of Electrical and Electronics Enginee
rsを表す。
【００８０】
プロセッサ１２０２は、メモリ１２０３からソフトウェア（コンピュータプログラム）を
読み出して実行することで、上述の実施形態においてフローチャートを用いて説明された
無人機１０等の処理を行う。プロセッサ１２０２は、例えば、マイクロプロセッサ、MPU
、又はCPUであってもよい。プロセッサ１２０２は、複数のプロセッサを含んでもよい。
【００８１】
メモリ１２０３は、揮発性メモリ及び不揮発性メモリの組み合わせによって構成される。
メモリ１２０３は、プロセッサ１２０２から離れて配置されたストレージを含んでもよい
。この場合、プロセッサ１２０２は、図示されていないI/O（Input/Output）インタフェ
ースを介してメモリ１２０３にアクセスしてもよい。
【００８２】
図１４の例では、メモリ１２０３は、ソフトウェアモジュール群を格納するために使用さ
れる。プロセッサ１２０２は、これらのソフトウェアモジュール群をメモリ１２０３から
読み出して実行することで、上述の実施形態において説明された無人機１０等の処理を行
うことができる。
【００８３】
図１４を用いて説明したように、上述の実施形態における無人機１０等が有するプロセッ
サの各々は、図面を用いて説明されたアルゴリズムをコンピュータに行わせるための命令
群を含む１又は複数のプログラムを実行する。
【００８４】
上述の例において、プログラムは、様々なタイプの非一時的なコンピュータ可読媒体（no
n-transitory computer readable medium）を用いて格納され、コンピュータに供給する
ことができる。非一時的なコンピュータ可読媒体は、様々なタイプの実体のある記録媒体
（tangible storage medium）を含む。非一時的なコンピュータ可読媒体の例は、磁気記
録媒体（例えばフレキシブルディスク、磁気テープ、ハードディスクドライブ）、光磁気
記録媒体（例えば光磁気ディスク）、ＣＤ－ＲＯＭ（Read Only Memory）、ＣＤ－Ｒ、Ｃ
Ｄ－Ｒ／Ｗ、半導体メモリ（例えば、マスクＲＯＭ、ＰＲＯＭ（Programmable ROM）、Ｅ
ＰＲＯＭ（Erasable PROM）、フラッシュＲＯＭ、ＲＡＭ（Random Access Memory））を
含む。また、プログラムは、様々なタイプの一時的なコンピュータ可読媒体（transitory
computer readable medium）によってコンピュータに供給されてもよい。一時的なコン
ピュータ可読媒体の例は、電気信号、光信号、及び電磁波を含む。一時的なコンピュータ
可読媒体は、電線及び光ファイバ等の有線通信路、又は無線通信路を介して、プログラム
をコンピュータに供給できる。
【００８５】
なお、本開示は上記実施の形態に限られたものではなく、趣旨を逸脱しない範囲で適宜変
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更することが可能である。
【００８６】
上記の実施形態の一部又は全部は、以下の付記のようにも記載されうるが、以下には限ら
れない。
（付記１）
故障診断装置の位置情報を記憶する記憶部と、
無人機の高度を測定する高度測定部と、
前記故障診断装置から発射される電波の受信レベル測定位置として予め定められた位置へ
移動するように飛行機構を制御する制御部と、
前記受信レベル測定位置において前記故障診断装置から発射される電波の受信レベルを測
定する測定部と、
前記受信レベルの測定結果を用いて、前記無人機に障害が発生しているか否かを判定する
障害判定部と、を備える無人機。
（付記２）
前記制御部は、
前記無人機に障害が発生していると判定された場合、着陸動作を行うように前記飛行機構
を制御する、付記１に記載の無人機。
（付記３）
前記測定部は、
複数の電波のうち、前記故障診断装置の識別情報を含む電波の受信レベルを測定する、付
記１又は２に記載の無人機。
（付記４）
前記無人機を操作する制御装置と無線通信する通信部をさらに備え、
前記記憶部は、
前記制御装置から、前記通信部を介して受信した前記故障診断装置の位置情報を記憶する
、付記１乃至３のいずれか１項に記載の無人機。
（付記５）
飛行中に前記無人機の周囲を撮影し、撮影画像を生成する撮影部をさらに備え、
前記測定部は、
前記撮影画像に含まれる地面の材質を特定し、特定した前記材質の反射情報を用いて前記
故障診断装置から発射される電波の受信レベルを補正する、付記１乃至４のいずれか１項
に記載の無人機。
（付記６）
飛行中の無人機が、前記無人機から発射される電波の受信レベル測定位置として予め定め
られた位置へ移動したか否かを判定する位置判定部と、
前記受信レベル測定位置に存在する前記無人機から発射される電波の受信レベルを測定す
る測定部と、
前記受信レベルの測定結果を用いて、前記無人機に障害が発生しているか否かを判定する
障害判定部と、を備える故障診断装置。
（付記７）
前記障害判定部は、
前記無人機に障害が発生していると判定した場合、前記無人機へ着陸動作を行うよう指示
するメッセージを送信する、付記６に記載の故障診断装置。
（付記８）
前記測定部は、
複数の電波のうち、前記無人機の識別情報を含む電波の受信レベルを測定する、付記６又
は７に記載の故障診断装置。
（付記９）
飛行中の無人機が、前記無人機から発射される電波の受信レベル測定位置として予め定め
られた位置へ移動したか否かを判定する位置判定部と、
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前記受信レベル測定位置に存在する前記無人機から発射される電波の受信レベルを測定す
る測定部と、
前記受信レベルの測定結果を用いて、前記無人機に障害が発生しているか否かを判定する
障害判定部と、
前記無人機と無線通信を行う通信部と、を備える制御装置。
（付記１０）
前記制御装置の周囲を撮影し、撮影画像を生成する撮影部をさらに備え、
前記測定部は、
前記撮影画像に含まれる地面の材質を特定し、特定した前記材質の反射情報を用いて前記
無人機から発射される電波の受信レベルを補正する、付記９に記載の制御装置。
（付記１１）
電波を受信もしくは発射するアンテナと、
前記制御装置の傾きに対して、前記アンテナの指向性を実質的に地面と垂直方向へ保つよ
うに前記アンテナの方向を制御するアンテナ機構と、をさらに備える、付記９又は１０に
記載の制御装置。
（付記１２）
無人機の高度を測定し、
故障診断装置から発射される電波の受信レベル測定位置として予め定められた位置へ移動
するように飛行機構を制御し、
前記受信レベル測定位置において前記故障診断装置から発射される電波の受信レベルを測
定し、
前記受信レベルの測定結果を用いて、前記無人機に障害が発生しているか否かを判定する
、無人機において実行される故障診断方法。
（付記１３）
飛行中の無人機が、前記無人機から発射される電波の受信レベル測定位置として予め定め
られた位置へ移動したか否かを判定し、
前記受信レベル測定位置に存在する前記無人機から発射される電波の受信レベルを測定し
、
前記受信レベルの測定結果を用いて、前記無人機に障害が発生しているか否かを判定する
、故障診断装置において実行される故障診断方法。
（付記１４）
無人機の高度を測定し、
故障診断装置から発射される電波の受信レベル測定位置として予め定められた位置へ移動
するように飛行機構を制御し、
前記受信レベル測定位置において前記故障診断装置から発射される電波の受信レベルを測
定し、
前記受信レベルの測定結果を用いて、前記無人機に障害が発生しているか否かを判定する
ことをコンピュータに実行させるプログラム。
（付記１５）
飛行中の無人機が、前記無人機から発射される電波の受信レベル測定位置として予め定め
られた位置へ移動したか否かを判定し、
前記受信レベル測定位置に存在する前記無人機から発射される電波の受信レベルを測定し
、
前記受信レベルの測定結果を用いて、前記無人機に障害が発生しているか否かを判定する
ことをコンピュータに実行させるプログラム。
【符号の説明】
【００８７】
１０  無人機
１１  記憶部
１２  高度測定部
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１３  制御部
１４  電波測定部
１５  障害判定部
１０１  無人航空機
１０２  アンテナ
１０３  無線通信部
１０４  制御部
１０５  カメラ
１０６  センサ
１０７  ＧＰＳ部
１０８  飛行機構
１０９  記憶部
１１１  コントローラ
１１２  アンテナ
１１３  無線通信部
１１４  制御部
１１５  KEY部
１１６  LCD部
１１７  ＧＰＳ部
１１８  記憶部
１２１  故障診断装置
１２２  アンテナ
１２３  無線通信部
１２４  制御部
１２５  記憶部
１３１  発着地点
２０１  無人航空機
２１１  コントローラ
２１２  アンテナ
２１３  無線通信部
２１４  制御部
２２１  故障診断装置
３０１  アンテナ
３０２  板状部材
３０３  支持部材
３０４  筐体
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